
（（（（3333））））市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算)))) 佐賀県太良町佐賀県太良町佐賀県太良町佐賀県太良町平成平成平成平成24242424年度年度年度年度
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実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支

標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高
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人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))

人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))
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千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

千円千円千円千円

実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率

----

----

8.58.58.58.5

----
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％％％％

％％％％

％％％％

市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型

(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

H20  ⅢH20  ⅢH20  ⅢH20  Ⅲ－－－－００００ H21  ⅢH21  ⅢH21  ⅢH21  Ⅲ－－－－００００ H22  ⅢH22  ⅢH22  ⅢH22  Ⅲ－－－－００００

H23  ⅡH23  ⅡH23  ⅡH23  Ⅱ－－－－００００ H24  ⅡH24  ⅡH24  ⅡH24  Ⅱ－－－－００００

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成25年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.22][0.22][0.22][0.22] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
41/11141/11141/11141/111

全国平均全国平均全国平均全国平均
0.490.490.490.49

佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均
0.510.510.510.51

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

人口の減少や全国平均を大きく上回る高齢化率に加え、長引く景気低迷に

よる町税の減収等により、0.22と類似団体平均を下回っている。物件費、補

助費等の削減と行財政改革プランに沿った施策の重点化に努めるととも

に、町税の徴収強化、使用料の見直し等歳入確保策を検討しながら、財政

基盤の強化に努める。
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [8.5%][8.5%][8.5%][8.5%] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
28/11128/11128/11128/111

全国平均全国平均全国平均全国平均
9.29.29.29.2

佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均
11.711.711.711.7

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

前年度より0.5ポイント減少しており、依然として類似団体平均を下回ってい

る。要因としては公債費の減少等が挙げられる。今後においても地方債発

行額の抑制に努め、現行水準を維持するよう起債に頼ることのない財政運

営に努める。

(%)

10.0

0.0
△△△△ 0.40.40.40.4

10.810.810.810.8

12.212.212.212.2

15.615.615.615.616.416.416.416.4

8.58.58.58.59.09.09.09.09.59.59.59.510.110.110.110.110.910.910.910.9

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [[[[----%]%]%]%] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
1/1111/1111/1111/111

全国平均全国平均全国平均全国平均
60.060.060.060.0

佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均
35.635.635.635.6

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

類似団体の中でも最も健全な状況である。要因としては、財政調整基金及

び減債基金等の充当可能基金の保有が挙げられる。今後においては、過疎

債の借入れによる公債費の増加も懸念されるため、新規事業の実施につい

ては慎重に検討し、公債費等義務的経費を削減し、財政の健全保持に努め

る。

(%)

200.0

150.0

100.0

50.0

0.0

152.2152.2152.2152.2

0.50.50.50.5

5.75.75.75.7
20.320.320.320.3

76.276.276.276.2

100.3100.3100.3100.3
111.3111.3111.3111.3

H24H23H22H21H20

0.00 0.110.110.110.11

H24H23H22H21H20

0.220.220.220.22
0.230.230.230.230.230.230.230.230.240.240.240.240.250.250.250.25

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [83.9%][83.9%][83.9%][83.9%] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
76/11176/11176/11176/111

全国平均全国平均全国平均全国平均
90.790.790.790.7

佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均
89.389.389.389.3

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

地方交付税の増加と物件費の減少により前年度より3.4ポイント改善した

が、依然として83.9％と類似団体平均を上回っている。事務事業の見直しや

給与の適正化による人件費の削減等行財政改革への取組みにより、義務

的経費の削減を図りながら経常収支比率の改善に努める。

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

96.496.496.496.4

62.262.262.262.2

80.980.980.980.983.283.283.283.2

82.682.682.682.6

87.087.087.087.0
89.689.689.689.6

H24H23H22H21H20

83.983.983.983.9

87.387.387.387.3

82.482.482.482.4
85.785.785.785.787.387.387.387.3

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [141,473[141,473[141,473[141,473円円円円]]]] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
4/1114/1114/1114/111

全国平均全国平均全国平均全国平均
116,454116,454116,454116,454

佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均
113,443113,443113,443113,443

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

前年度に比べ改善し、類似団体平均を大きく下回っている。今後において

も、定員適正化計画に沿った職員数の管理や行政評価によるＰＤＣＡサイク

ルに基づく事務事業の点検・見直し等を推進し、更なる経費削減に努める。
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給与水準給与水準給与水準給与水準 （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [102.4][102.4][102.4][102.4] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
40/11140/11140/11140/111

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均
106.6106.6106.6106.6

全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
103.2103.2103.2103.2

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

前年度より1.1ポイント上昇しているが、昨年に引き続き類似団体平均を下

回っている。なお、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による

措置が無いとした場合のラスパイレス指数は、94.5となり、前年度に比べると

1.0ポイント上昇している。これは経験年数階層の配置人員分布の変動によ

るものであり、今後においても適正な給与水準の維持に努める。
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [8.23[8.23[8.23[8.23人人人人]]]] 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
2/1112/1112/1112/111

全国平均全国平均全国平均全国平均
7.007.007.007.00

佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均佐賀県平均
7.407.407.407.40

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成21年度に策定した第3次定員適正化計画に基づき適正な定員管理に努

めている。計画の最終目標（平成26年度）である3人の削減を予定どおり達

成する見込みである。

(人)

35.00

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

27.7027.7027.7027.70

7.877.877.877.87

14.9214.9214.9214.92
14.8614.8614.8614.86

11.7111.7111.7111.7111.5411.5411.5411.54
10.4510.4510.4510.45

H24H23H22H21H20

8.238.238.238.23
8.198.198.198.198.178.178.178.178.238.238.238.237.757.757.757.75

30.0

20.0
19.819.819.819.8

15.615.615.615.6
16.916.916.916.916.416.416.416.4

H24H23H22H21H20

600,000

H24H23H22H21H20

120.0

H24H23H22H21H20

1 / 1


